
１２．財務諸表
（１）貸借対照表 （単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度

（令和４年１月３１日） （令和５年１月３１日） （令和４年１月３１日） （令和５年１月３１日）

系 統 預 金

系 統 外 預 金 未 払 費 用

そ の 他 の 負 債

国 債

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産

△151,670 △155,945

△4 △3

購 買 品

利 用 ・ 加 工 品

その他の棚卸資産

－

△338,335 △604,910

△11,766 △21,976

経営安定対策積立金

農家経営支援対策積立金

減 価 償 却 累 計 額 △6,078,631 △5,767,283 当期未処分剰余金 △14,859

     （う ち 当 期 剰 余 金） △236,856

△49,360 △45,128

2．

△419,064

△ 500 －

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

系 統 外 出 資 その他有価証券評価差額金

子 会 社 等 出 資 土 地 再 評 価 差 額 金

外部出資等損失引当金

繰 延 税 金 資 産 純 資 産 の 部 合 計

無 形 固 定 資 産

外 部 出 資 処 分 未 済 持 分

外 部 出 資

系 統 出 資 評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他の有形固定資産

固 定 資 産 組 合 員 資 本

有 形 固 定 資 産 出 資 金

建 物 利 益 剰 余 金

機 械 装 置 利 益 準 備 金

土 地 そ の 他 利 益 剰 余 金

建 設 仮 勘 定

雑 資 産

再評価に係る繰延税金負債

雑 資 産 負 債 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金 （（純純資資産産のの部部））

その他の経済事業資産

施設撤去工事引当金

貸 倒 引 当 金

子会社等支援引当金

諸 引 当 金

賞 与 引 当 金

導 入 家 畜 仮 払 金

退 職 給 付 引 当 金

賃 貸 事 業 資 産

役員退職慰労引当金

経 済 事 業 未 収 金

未 払 法 人 税 等

経 済 受 託 債 権

資 産 除 去 債 務

棚 卸 資 産

そ の 他 の 負 債

貸 倒 引 当 金

経 済 借 入 金

経 済 事 業 資 産

その他の経済事業負債

受 取 手 形

雑 負 債

貸 倒 引 当 金

経 済 事 業 負 債

共 済 事 業 資 産

経 済 事 業 未 払 金

その他の共済事業資産

経 済 受 託 債 務

その他の共済事業負債

現 金 貯 金

預 金 借 入 金

その他の信用事業負債

有 価 証 券

共 済 事 業 負 債

貸 出 金 共 済 資 金

その他の信用事業資産 未経過共済付加収入

科 目 科 目

((資資産産のの部部）） ((負負債債のの部部））

信 用 事 業 資 産 信 用 事 業 負 債
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（２）損益計算書 （単位：千円）

１．事　 業　 総　 利　 益 保 管 事 業 収 益

保 管 事 業 費 用

加 工 事 業 収 益

加 工 事 業 費 用

う ち 預 金 利 息

う ち 有 価 証 券 利 息 利 用 事 業 収 益

う ち 貸 出 金 利 息 利 用 事 業 費 用

うちその他受入利息

導 入 家 畜 事 業 収 益

導 入 家 畜 事 業 費 用 △ 1,832

指 導 事 業 収 入

指 導 事 業 支 出

う ち 貯 金 利 息 △ 84,199 △ 76,085
うち給付補てん備金繰入 ２．事　 業　 管　 理　 費

う ち 借 入 金 利 息 人 件 費

うちその他支払利息 業 務 費

諸 税 負 担 金

施 設 費
（うち貸倒引当金戻入益・繰入額） △ 76,059 そ の 他 事 業 管 理 費

△ 35,757

３．事　 業 　外 　収　 益

受 取 雑 利 息

受 取 出 資 配 当 金

賃 貸 料
外部出資等損失引当金戻入益

雑 収 入

４．事　 業 　外 　費 　用

（うち貸倒引当金戻入益） △ 81 支 払 雑 利 息

寄 付 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
外部出資等損失引当金繰入額

雑 損 失

５．特　 　別　　 利　　 益

固 定 資 産 処 分 益

一 般 補 助 金

その他の特別利益

６．特　 　別　 　損　 　失

固 定 資 産 処 分 損

（うち貸倒引当金繰入額） 固 定 資 産 圧 縮 損

減 損 損 失

農 家 経 営 支 援 対 策 費

そ の 他 の 特 別 損 益

７．法　 人 　税 　等 　合 　計
法人税､住民税及び事業税

過年度法人税等追徴税

法 人 税 等 調 整 額 △ 61,862 △ 62,773

△ 236,856

（うち貸倒引当金戻入益・繰入額） △ 20,011

△ 14,859

注２）令和４年度より収益認識会計基準を適用した表示となっております。

購 買 事 業 総 利 益

販 売 事 業 収 益

販 売 手 数 料

そ の 他 の 収 益

販 売 事 業 費 用

当 期 剰 余 金

販 売 品 販 売 原 価

当 期 首 繰 越 剰 余 金

販 売 事 業 総 利 益 当 期 未 処 分 剰 余 金

販 売 費

そ の 他 の 費 用

農家経営支援対策積立金取崩額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

税 引 前 当 期 利 益

共 済 推 進 費

共 済 保 全 費

そ の 他 の 費 用

共 済 事 業 総 利 益

購 買 事 業 収 益

経 常 利 益

販 売 品 販 売 高

購 買 品 供 給 高

購 買 手 数 料

修 理 サ ー ビ ス 料

そ の 他 の 収 益

購 買 事 業 費 用

購 買 品 供 給 原 価

購 買 供 給 費

そ の 他 の 費 用

共 済 事 業 収 益

共 済 付 加 収 入

そ の 他 の 収 益

共 済 事 業 費 用

信 用 事 業 総 利 益

利 用 事 業 総 利 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 事 業 直 接 収 益

そ の 他 経 常 収 益 導 入 家 畜 事 業 総 利 益

信 用 事 業 費 用

事 業 利 益

資 金 調 達 費 用

指 導 事 業 収 支 差 額

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 経 常 費 用

事 業 収 益

事 業 費 用 保 管 事 業 総 利 益

信 用 事 業 収 益

資 金 運 用 収 益

注１）令和元年度より農業協同組合法施行規則の改正に伴い、損益計算書に各事業ごとの収益及び費用を合算し、各事業間の内部損
益　　を除去した「事業収益」「事業費用」を表示しています。

 ( 自 令和3年2月1日  ( 自 令和4年2月1日

　 至 令和4年1月31日） 　 至 令和5年1月31日） 　 至 令和4年1月31日） 　 至 令和5年1月31日）

科 目
令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度

加 工 事 業 総 利 益

 ( 自 令和3年2月1日  ( 自 令和4年2月1日科 目
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（３）剰余金処分計算書
（単位：千円）

△ 14,859

（1）繰越剰余金

（2）経営安定対策積立金

（3）農家経営支援対策積立金

（4）土地再評価差額金取崩額

（5）当期剰余金 △ 236,856

△ 14,859

（1）利益準備金

（2）経営安定対策積立金 △ 14,859

（3）農家経営支援対策積立金

（4）出資配当金

（5）事業分量配当金

【損失処理案の提案に至った経緯】

　① 減損損失の計上

　② 貸倒引当金の繰入額増加

　③ 農家支援対策費の増加

次次 期期 繰繰 越越 剰剰 余余 金金

　令和４年度は、コロナ禍・ロシアのウクライナ侵攻・円安などに起因して農業経営環境が急
激に悪化しました。その影響は当ＪＡの経営にも波及しており、下記の要因で損失処理案を提
案することとなりました。

　かねてより検討を重ねておりました金融店舗の再編整備計画が１２月の臨時総代会で正式

に承認されたことから、再編整備の対象となる金融店舗の減損処理を行いました。これらの

金融店舗と、２期連続赤字のため減損の対象となった１つのＳＳを減損処理したことにとも

ない、約２億２千６百万円の費用が発生しました。この減損処理は、土地の含み損の処分や

減価償却費の前倒し計上の効果があるため、将来の経営負担を減らすこととなります。

　本年度はコロナ禍・ロシアのウクライナ侵攻・円安などの農業経営環境の悪化により、融
資の新規実行にともなう貸出金残高の増加や購買未収金・販売未収金等の延滞債権が増加し
たことから、貸倒引当金の繰入が昨年よりも大幅に増加することとなりました。その結果、
約２億８千９百万円の費用が発生することとなりました。

　農業経営環境の悪化の中で農家の経営を支援するために、令和４年７月および令和５年１

月の理事会において飼料・粗飼料・肥料などの生産資材に対する助成措置を決定し、実施し

ました。その結果、農家支援対策費として約９千５百万円を計上しましたが、純資産の部に

計上しておりました農家経営支援対策積立金を８千万円取り崩して対策費に充当しました。

また、経済部門については供給価格の据え置きや値引き販売などで農家支援策を実施した部

門もありました。

科 目 令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

当当 期期 末末 処処 分分 剰剰 余余 金金

剰剰 余余 金金 処処 分分 額額
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（３）剰余金処分計算書
（単位：千円）

△ 14,859

（1）繰越剰余金

（2）経営安定対策積立金

（3）農家経営支援対策積立金

（4）土地再評価差額金取崩額

（5）当期剰余金 △ 236,856

△ 14,859

（1）利益準備金

（2）経営安定対策積立金 △ 14,859

（3）農家経営支援対策積立金

（4）出資配当金

（5）事業分量配当金

【損失処理案の提案に至った経緯】

　① 減損損失の計上

　② 貸倒引当金の繰入額増加

　③ 農家支援対策費の増加

次次 期期 繰繰 越越 剰剰 余余 金金

　令和４年度は、コロナ禍・ロシアのウクライナ侵攻・円安などに起因して農業経営環境が急
激に悪化しました。その影響は当ＪＡの経営にも波及しており、下記の要因で損失処理案を提
案することとなりました。

　かねてより検討を重ねておりました金融店舗の再編整備計画が１２月の臨時総代会で正式

に承認されたことから、再編整備の対象となる金融店舗の減損処理を行いました。これらの

金融店舗と、２期連続赤字のため減損の対象となった１つのＳＳを減損処理したことにとも

ない、約２億２千６百万円の費用が発生しました。この減損処理は、土地の含み損の処分や

減価償却費の前倒し計上の効果があるため、将来の経営負担を減らすこととなります。

　本年度はコロナ禍・ロシアのウクライナ侵攻・円安などの農業経営環境の悪化により、融
資の新規実行にともなう貸出金残高の増加や購買未収金・販売未収金等の延滞債権が増加し
たことから、貸倒引当金の繰入が昨年よりも大幅に増加することとなりました。その結果、
約２億８千９百万円の費用が発生することとなりました。

　農業経営環境の悪化の中で農家の経営を支援するために、令和４年７月および令和５年１

月の理事会において飼料・粗飼料・肥料などの生産資材に対する助成措置を決定し、実施し

ました。その結果、農家支援対策費として約９千５百万円を計上しましたが、純資産の部に

計上しておりました農家経営支援対策積立金を８千万円取り崩して対策費に充当しました。

また、経済部門については供給価格の据え置きや値引き販売などで農家支援策を実施した部

門もありました。

科 目 令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

当当 期期 末末 処処 分分 剰剰 余余 金金

剰剰 余余 金金 処処 分分 額額

(４)注記表

◆◆令令和和４４年年度度

○○　　重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

記載金額の端数処理

　記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しており、金額千円未満の科目については「０」で表示してい

ます。

有価証券の評価基準および評価方法

（１）子会社株式  　　　　：　移動平均法による原価法

（２）その他有価証券　

      ①時価のあるもの　　：　時価法（評価差額は全部純資産直入法により

　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法により算定）

      ②市場価格のない株式等　　：　移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準および評価方法

　購買品（肥料・農薬・飼料・揮発油等の受払管理品）・・・総平均法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　購買品（大型農機等）・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　購買品（上記以外の購買品）・・・・・・・・・・・・・・売価還元法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　牛・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）ならび

に平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しています。

（２）無形固定資産　：　定額法

引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定要領、経理規程および資産の償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権およびそれと同等の

状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額および保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債

権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した査定

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

（２）賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。
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（３）退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

事業年度に発生していると認められる額を計上しています。

　なお、当組合は正職員について原則法を適用し、それ以外の職員については、退職給付引当金および退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、

　期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、発生した年度に一括して費用処理しています。

（４）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労引当金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

（５）子会社等支援引当金

　子会社等の債権にともなう親組合としての支援損失に備えるため、当該子会社等の財政状態等を勘案し、

損失見積額を計上しています。

収益および費用の計上基準

（１）収益認識会計基準

　当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日）および「収益認識に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年3月26日）を適用しており、約束した財または

サービスの支配が利用者等に移転した時点で、もしくは、移転するにつれて財またはサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　①購買事業

　　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、当組合は組合員

　・利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、

　購買品の引き渡し時点で充足することから、当時点で収益を認識しております。

　②販売事業

　　組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して共同で事業者等に販売する事業であり、当組合は事業者等

　との契約に基づき、販売品を引き渡す義務を負っております。この事業者等に対する履行義務は、販売品の

　引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　③保管事業

　 組合員が生産した米・大豆・種子籾等の農産物を保管・管理する事業であり、当組合は利用者等との契約

　 　に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、農産物の保管期間にわ

　たって充足することから、当該サービスの進捗度に応じて収益を認識しております。

　④加工事業

組合員が生産した農産物を原料に、加工食品等を製造して販売する事業であり、当組合は事業者等との契

　 　約に基づき、加工した商品を引き渡す義務を負っております。この事業者等に対する履行義務は、加工品の

　引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　⑤利用事業

　 共同選果場、葬祭施設、自動車整備工場等を設置して、共同で利用する事業であり、当組合は利用者等と

　の契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、各種施設の利用

　が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　 　⑥指導事業

組合員の営農にかかる各種相談・研修・経理サービスを提供する事業であり、当組合は利用者等との契約

　に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、主にサービスの提供が

　完了した時点において充足することから、当該時点で収益を認識しております。
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消費税および地方消費税の会計処理の方法

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　当組合は、事業別の収益および費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。よって、事業

別の収益および費用については、事業間の内部取引を含めて表示しております。

　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、各事業間の内部

損益を除去した額を記載しております。

○○　　会会計計方方針針のの変変更更にに関関すするる注注記記

収益認識に関する会計基準等の適用

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に

定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識し

た契約については、新たな会計方針を遡及適用していません。

　なお、当該会計基準の適用が当事業年度の財務諸表に及ぼす影響は軽微であります。

時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年7月4日。以下「時価算定会計基準という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10

号2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することといたしました。これによる当事業年度の計算書類への影響はありません。

○○　　会会計計上上のの見見積積りりにに関関すするる注注記記

繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　繰延税金資産 千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法

　繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積り額を

限度として行っています。

②主要な仮定

　次年度以降の課税所得の見積りについては、令和４年１月に作成した中期経営計画を基礎として、

当組合が将来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っております。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　これらの見積りは将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を受けます。よって、実際

に課税所得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合には、次年度以降の計算書類において

認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

　また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、次年度以降の計算書類におい

て認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

固定資産の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　減損損失 千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法

　資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フロー

と帳簿価額を比較することにより、当該資産グループについての減損の要否の判定を実施しております。

　減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産または資産グル

ープのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別

される資産グループの最小単位としております。

②主要な仮定

　固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フローについては、令和４年１月に作成し

た中期経営計画を基礎として算出しており、中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、割引率等につ

いては、一定の仮定を設定して算出しております。
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③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　これらの仮定は将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計算

書類に重要な影響を与える可能性があります。

貸倒引当金

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　貸倒引当金 千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「5　引当金の計上基準」の「貸倒引当金」に記載して

おります。

②主要な仮定

　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」については、各債務者の収益獲得能力を

個別に評価し、設定しております。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る

計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

○○　　貸貸借借対対照照表表にに関関すするる注注記記

有形固定資産に係る圧縮記帳額

　土地収用法の適用、または国庫補助金等の受領により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳

額は2,360,257千円であり、その内訳は次のとおりです。

資産に係る減価償却累計額および圧縮記帳

　賃貸事業資産については、取得価格から減価償却累計額を控除した残額を記載しており、資産の取得価格

から控除した減価償却累計額は3,455,320千円です。

　また、資産の取得価格から控除している圧縮記帳額は2,438,306千円です。

減損損失累計額

　減価償却累計額には、減損損失累計額265,408千円が含まれております。

　以下の資産は、信用事業借入金（当座貸越）、為替決済取引および公金取扱事務の担保に供しています。

千円（信用事業借入金担保）

千円（為替決済取引担保）

千円（公金事務取扱担保）

　なお、相互援助預金として、定期預金14,006,000千円を差し入れています。

子会社等に対する金銭債権・金銭債務の総額

　子会社等に対する金銭債権の総額         千円

　子会社等に対する金銭債務の総額 千円

役員に対する金銭債権・金銭債務の総額

　理事および監事に対する金銭債権の総額 　

　理事および監事に対する金銭債務の総額

債権のうち農業協同組合法施行規則第204条第1項第1号ホ（2）（ⅰ）から（ⅳ）までに

掲げるものの額およびその合計額

　貸出金のうち、破産更生債権およびこれらに準ずる債権額は246,708千円、危険債権額は1,218,621千円

です。三月以上延滞債権はありません。貸出条件緩和債権額は36千円です。破産更生債権およびこれらに

準ずる債権、危険債権、貸出条件緩和債権額の合計額は1,465,365千円（Ａ）です。

構築物 千円

車両運搬具 千円

建物・建物附属設備 千円

土地 千円

工具・器具 千円

機械・装置 千円

定期預金

該当なし

該当なし

担保に供している資産

定期預金

定期預金
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(注１）破産更生債権およびこれらに準ずる債権

　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す

る債権およびこれらに準ずる債権です。

(注２）延滞債権危険債権

　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元

本の回収および利息の受取りができない可能性の高い債権（注１に掲げるものを除く。）です。

(注３）三月以上延滞債権

　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（注１、注２に掲げるものを

除く。）です。

(注４）貸出条件緩和債権

　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄そのほかの債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（注１、注２および注３に掲げるものを

除く。）です。

　なお、上記債権額に対しては、次のとおり保全がされています。

担保・保証により保全されている額

個別貸倒引当金で引当されている額

一般貸倒引当金で引当されている額

保全されている額合計

したがって、保全率（Ｂ）／（Ａ）は100％となっております。

土地再評価差額金の会計処理

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）および「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、当該再評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

（１）再評価を行った年月日 平成１１年１月３１日

（２）再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金

　　　額 千円

（３）同法律第３条３項に定める再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定め

　　る、当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号の土地課税台帳または同条第１１号の土地補

　　充課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調整を行って算出しました。

○○　　損損益益計計算算書書にに係係るる注注記記

子会社等との取引高の総額

（１）子会社等との取引による収益総額 千円

　　　うち事業取引高 千円

　　　うち事業取引以外の取引高 千円

（２）子会社等との取引による費用総額 千円

　　　うち事業取引高 千円

　　　うち事業取引以外の取引高 千円

固定資産の減損会計

　 　当組合では、収支を把握している単位を基礎としてグルーピングを実施した結果、一般資産については、

相互補完的な関係にある支所（支店）・施設等についてグルーピングを行っています。また、業務外固定

資産（遊休資産と賃貸固定資産）については、個々をグルーピングの最小単位としています。

　なお、本所については、共用資産と認識しており、営農関連施設については、営農指導・販売を通じて

地区内の農業振興と組合員の営農の向上に寄与していることから全体または各地区の共用資産として認識

しています。

千円（Ｂ）

千円

千円

千円
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（１）減損損失を認識した資産または資産グループ

　当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下の通りです。

（２）減損損失の認識に至った経緯

　金融店舗再編整備に伴い、沖水支店、梅北支店、志和池支店、西岳支店、山之口支店、山田支店は廃止店舗

となることが決定したため、建物に関しては帳簿価額全額を減損損失として認識し、土地に関しては処分可能

価額で評価し、その差額を減損損失として認識しました。

　五十市SSについては当該店舗の営業収支が2期連続赤字であると同時に、短期的に業績の回復が見込まれない

ことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当事業年度減少額を減損損失として認識しました。

（３）減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と固定資産の種類ごとの内訳

千円 （土地　 4,078千円・建物等　 7,840千円）

千円 （土地　21,077千円・建物等　 9,061千円）

千円 （土地　19,191千円・建物等　13,952千円）

千円 （土地　 1,387千円・建物等　11,535千円）

千円 （土地　45,030千円・建物等　 8,107千円）

千円 （土地　26,343千円・建物等　16,767千円）

千円 （土地　27,988千円・建物等　13,826千円）

（４）回収可能価額の算定方法

　沖水支店、梅北支店、志和池支店、西岳支店、山之口支店、山田支店、五十市SSの回収可能価額は、正味

売却価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額に基づき算定しています。

○○　　金金融融商商品品にに関関すするる注注記記

金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、

残った余裕金を宮崎県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債などの有価証券による運用を行っ

ています。

（２）金融商品の内容およびそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金および有価証券であり、貸

出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

　また、有価証券は主に債券であり、純投資目的(その他有価証券)で保有しています。

　これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されています。

　事業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用リスクに晒されています。

（３）金融商品にかかるリスク管理体制

　①信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、

通常の貸出取引については、本所に融資課を設置し各支所（支店）との連携を図りながら、与信審査を行っ

ています。審査にあたっては、取引先の財務状況等により償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準な

ど厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図る

ため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の

健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」

に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化に努めています。

沖水支店 建物・土地

梅北支店 建物・土地

施設名 種類 備考

沖水支店

志和池支店 建物・土地

西岳支店 建物・土地

山之口支店 建物・土地

梅北支店

志和池支店

西岳支店

山田支店 建物・土地

五十市SS 建物・土地

山之口支店

山田支店

五十市SS
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　②市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収

益化および財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視し

たＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な

財務構造の構築に努めています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析および当組合の保有有価

証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構

成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。運用部門は、

理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘ

ッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクにかかる定量的情報）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要

なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有価証券に

分類している債券、貸出金、貯金および借入金です。

　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を

用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.3％上昇

したものと想定した場合には、経済価値が457,688千円減少するものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関

を考慮していません。

　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性が

あります。

　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて計算していま

す。

③資金調達にかかる流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性

の確保に努めています。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定

の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の貸借対照表計上額および時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

（単位：千円）

預金

有価証券

　　その他有価証券

貸出金

　　貸倒引当金（注１）

　　貸倒引当金控除後

経済事業未収金

　　貸倒引当金（注２）

　　貸倒引当金控除後

貯金

借入金

経済事業未払金

（注１）貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。

（注２）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。

貸借対照表計上額 時価 差額

－

△21,176

△155,946

－

△1,272

△604,910

△23,518

資産計 △22,448

－

△24,832

負債計 △48,350

－ 47 －



（２）金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明

【資産】

　①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

　満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利スワップ（

Overnight Index Swap 以下OISという）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定して

います。

　②有価証券

　債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっています。

　③貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をOISで割り

引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をOISで割り引いた額に、

帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額

として算定しています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除した

額を時価に代わる金額としています。

　④経済事業未収金

　経済事業未収金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除し

た額を時価に代わる金額としています。

【負債】

　①貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、

定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをOISで割り引いた現在価値

を時価に代わる金額として算定しています。

　②借入金

　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実行後大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってい

ます。

　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をOISで割り引いた現在

価値を時価に代わる金額として算定しています。

　③経済事業未払金

　経済事業未払金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。

（３）市場価値のない株式等は次の通りであり、これらは（１）の金融商品の時価情報には含まれていませ

ん。

（単位：千円）

　　外部出資

（４）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

預金

貸出金（注１，２）

有価証券

　 その他有価証券の

　 うち満期があるもの

経済事業未収金（注３）

貸借対照表計上額

１年以内
１年超 ２年超 ３年超 ４年超 ５年超

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

合　計
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（注１）貸出金のうち、当座貸越2,011,576千円については「１年以内」に含めています。また、期限のない

劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。

（注２）貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等117,727千円は償還の予定が見込ま

れないため、含めていません。

（注３）経済事業未収金のうち、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に対する債権等552,877千円は償還の

予定が見込まれないため、含めていません。

（５）借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

貯金（注１）

借入金

経済事業未払金

（注１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。また、貸借対照表の貯金には、

出資予約貯金7,403千円が含まれています。

○○  有有価価証証券券にに関関すするる注注記記

有価証券の時価および評価差額に関する事項

（１）その他有価証券

　　　その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額およびこれらの差

　　額については、次のとおりです。

（単位：千円）

当事業年度中に売却したその他有価証券

（単位：千円）

○○　　退退職職給給付付にに関関すするる注注記記

退職給付に係る注記

（１）採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、こ

の制度に加え、同規程に基づく退職給付の一部にあてるため、全国農林漁業団体共済会との契約による退職

金共済制度を採用しています。

　なお、正職員以外の退職給付引当金および退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（原則法）

期首における退職給付債務 千円

　勤務費用 千円

　利息費用 千円

　数理計算上の差異の発生額 千円

　退職給付の支払額 千円

期末における退職給付債務 千円

１年以内
１年超 ２年超 ３年超 ４年超

５年超
２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

種類
取得原価または

貸借対照表計上額 差額
償 却 原 価

合　計

貸借対照表計上額が
取得原価または償却
原価を超えないもの

国債 △419,064

合計 △419,064

合計

売却額 売却益 売却損

国債

△ 119,936
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（３）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表（簡便法）

期首における退職給付引当金 千円

　退職給付費用 千円

　退職給付の支払額 千円

　特定退職金共済制度への拠出金 千円

期末における退職給付引当金 千円

（４）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（原則法）

期首における年金資産 千円

　期待運用収益 千円

　数理計算上の差異の発生額 千円

　特定退職金共済制度への拠出金 千円

　退職給付の支払額 千円

期末における年金資産 千円

（５）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表（原則法）

　退職給付債務 千円

　特定退職金共済制度 千円

　未積立退職給付債務 千円

　貸借対照表計上額純額 千円

　　退職給付引当金 千円

（６）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表（簡便法）

　退職給付債務 千円

　特定退職金共済制度 千円

　未積立退職給付債務 千円

　　退職給付引当金 千円

（７）退職給付費用およびその内訳項目の金額（原則法）

　勤務費用 千円

　利息費用 千円

　期待運用収益 千円

　数理計算上の差異の費用処理額 千円

　　　　合計 千円

（８）退職給付に関連する損益（簡便法）

　簡便法で計算した退職給付費用 千円

（９）年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

　債券 ％

　年金保険投資 ％

　現金および預金 ％

　その他 ％

　　　合計 ％

（１０）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と年金資産を構成

する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

（１１）割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　割引率 ％

　　　　　長期期待運用収益率 ％

△ 9,581

△ 8,739

△ 473

△ 92,006

△ 1,771,578

△ 11,550

△ 107,760
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特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち法定福利費）には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）

がおこなう特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金37,557千円を含めて計上して

います。

　なお、同組合より示された令和４年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込

額は、388,062千円となっています。

○○　　税税効効果果会会計計にに関関すするる注注記記

繰延税金資産および繰延税金負債の内訳

○○　　賃賃貸貸等等不不動動産産にに関関すするる注注記記

賃貸等不動産の状況に関する事項

　当組合では、都城市・三股町において賃貸不動産および遊休資産を保有しています。

賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注１）貸借対照表上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）当事業年度末の時価は、「固定資産税評価額」等の公的評価に基づいて当組合で算定した金額です。

○○　　収収益益認認識識にに関関すするる注注記記

「○重要な会計方針に係る事項に関する注記　6 収益および費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。

（単位：千円）

項　　　　　　目 令和４年度

　貸倒引当金超過額

　債権処理加算額

繰延税金資産

　退職給付引当金超過額

　賞与引当金超過額

　施設撤去工事引当金超過額

　未払事業税加算額

　その他有価証券評価損

　減価償却費超過額

　土地加算額

　その他

繰延税金資産小計

評価性引当額 △ 559,051

　未収利息加算額

　牛繁殖家畜補助金加算額

　役員退職慰労引当金加算

繰延税金資産合計

貸借対照表上額 時価
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◆◆令令和和３３年年度度

○○　　重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

記載金額の端数処理

　記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しており、金額千円未満の科目については「０」で表示してい

ます。

有価証券の評価基準および評価方法

（１）子会社株式  　　　　：　移動平均法による原価法

（２）その他有価証券　

      ①時価のあるもの　　：　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法により算定）

      ②時価のないもの　　：　移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準および評価方法

　購買品（肥料・農薬・飼料・揮発油等の受払管理品）・・・総平均法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　購買品（大型農機等）・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　購買品（上記以外の購買品）・・・・・・・・・・・・・・売価還元法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　牛・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）ならび

に平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しています。

（２）無形固定資産　：　定額法

引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定要領、経理規程および資産の償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権およびそれと同等の

状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額および保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債

権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した査定

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

（２）賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。
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（３）退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

事業年度に発生していると認められる額を計上しています。

　なお、当組合は正職員について原則法を適用し、それ以外の職員については、退職給付引当金および退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、

　期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、発生した年度に一括して費用処理しています。

（４）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労引当金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

（５）外部出資等損失引当金

　当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価

と同様の方法により、株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上

しています。

消費税および地方消費税の会計処理の方法

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　当組合は、事業別の収益および費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。よって、事業

別の収益および費用については、事業間の内部取引を含めて表示しております。

　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、各事業間の内部

損益を除去した額を記載しております。

○○　　表表示示方方法法のの変変更更にに関関すするる注注記記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

　「会計上の見積り開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当事業年度より適用し、

「会計上の見積りに関する注記」に記載しています。

○○　　会会計計上上のの見見積積りりにに関関すするる注注記記

繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　繰延税金資産 千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法

　繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積り額を

限度として行っています。

②主要な仮定

　次年度以降の課税所得の見積りについては、令和４年１月に作成した中期経営計画を基礎として、

当組合が将来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っております。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　これらの見積りは将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を受けます。よって、実際

に課税所得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合には、次年度以降の計算書類において

認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

　また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、次年度以降の計算書類におい

て認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

◆◆令令和和３３年年度度

○○　　重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

記載金額の端数処理

　記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しており、金額千円未満の科目については「０」で表示してい

ます。

有価証券の評価基準および評価方法

（１）子会社株式  　　　　：　移動平均法による原価法

（２）その他有価証券　

      ①時価のあるもの　　：　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法により算定）

      ②時価のないもの　　：　移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準および評価方法

　購買品（肥料・農薬・飼料・揮発油等の受払管理品）・・・総平均法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　購買品（大型農機等）・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　購買品（上記以外の購買品）・・・・・・・・・・・・・・売価還元法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

　牛・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（収益性の低下による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿価切り下げの方法）

固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）ならび

に平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しています。

（２）無形固定資産　：　定額法

引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定要領、経理規程および資産の償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権およびそれと同等の

状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額および保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債

権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した査定

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

（２）賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しています。
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固定資産の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　減損損失 千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法

　資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フロー

と帳簿価額を比較することにより、当該資産グループについての減損の要否の判定を実施しております。

　減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産または資産グル

ープのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別

される資産グループの最小単位としております。

②主要な仮定

　固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フローについては、令和４年１月に作成し

た中期経営計画を基礎として算出しており、中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、割引率等につ

いては、一定の仮定を設定して算出しております。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　これらの仮定は将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計算

書類に重要な影響を与える可能性があります。

貸倒引当金

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　貸倒引当金 千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「5　引当金の計上基準」の「貸倒引当金」に記載して

おります。

②主要な仮定

　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」については、各債務者の収益獲得能力を

個別に評価し、設定しております。

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る

計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

○○　　貸貸借借対対照照表表にに関関すするる注注記記

有形固定資産に係る圧縮記帳額

　土地収用法の適用、または国庫補助金等の受領により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳

額は2,498,245千円であり、その内訳は次のとおりです。

減損損失累計額

　減価償却累計額には、減損損失累計額195,527千円が含まれております。

　以下の資産は、信用事業借入金（当座貸越）、為替決済取引および公金取扱事務の担保に供しています。

千円（信用事業借入金担保）

千円（為替決済取引担保）

千円（公金事務取扱担保）

　なお、相互援助預金として、定期預金13,779,000千円を差し入れています。

定期預金

担保に供している資産

定期預金

定期預金

土地 千円

機械・装置 千円

構築物 千円

車両運搬具 千円

建物・建物附属設備 千円

工具・器具 千円
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子会社等に対する金銭債権・金銭債務の総額

　子会社等に対する金銭債権の総額         千円

　子会社等に対する金銭債務の総額 千円

役員に対する金銭債権・金銭債務の総額

　理事および監事に対する金銭債権の総額 千円 　

　理事および監事に対する金銭債務の総額

貸出金のうちリスク管理債権の合計額およびその内訳

　貸出金のうち、破綻先債権額は4,657千円、延滞債権額は1,622,111千円です。貸出条件緩和債権は76千円

です。なお、３ヵ月以上の延滞債権はありません。破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額およ

び貸出条件緩和債権額の合計額は1,626,845千円（Ａ）です。

(注１）破綻先債権

　未収利息を計上しなかった貸出金のうち、「更生手続開始の申立て」、「民事再生法の規定による再生手

続開始の申立て」、「破産法の規定による破産の申立て」、「特別清算開始の申立て」等があった債務者等

破綻先に対する貸出金残高です。

(注２）延滞債権

　未収利息不計上貸出金であって、「破綻先債権」および債務者の経営再建または支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予したもの以外の貸出金残高です。

(注３）３ヵ月以上延滞債権

　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金残高（注１、注２に掲げる

ものを除く。）です。

(注４）貸出条件緩和債権

　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金残高（注１、注２および注３に掲げるものを

除く。）です。

　なお、上記債権額に対しては、次のとおり保全がされています。

担保・保証により保全されている額

個別貸倒引当金で引当されている額

一般貸倒引当金で引当されている額

保全されている額合計

したがって、保全率（Ｂ）／（Ａ）は100％となっております。

土地再評価差額金の会計処理

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）および「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、当該再評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

（１）再評価を行った年月日 平成１１年１月３１日

（２）再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金

　　　額 千円

（３）同法律第３条３項に定める再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定め

　　る、当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号の土地課税台帳または同条第１１号の土地補

　　充課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調整を行って算出しました。

千円（Ｂ）

千円

千円

千円

該当なし
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○○　　損損益益計計算算書書にに係係るる注注記記

子会社等との取引高の総額

（１）子会社等との取引による収益総額 千円

　　　うち事業取引高 千円

　　　うち事業取引以外の取引高 千円

（２）子会社等との取引による費用総額 千円

　　　うち事業取引高 千円

　　　うち事業取引以外の取引高 千円

固定資産の減損会計

　 　当組合では、収支を把握している単位を基礎としてグルーピングを実施した結果、一般資産については、

相互補完的な関係にある支所（支店）・施設等についてグルーピングを行っています。また、業務外固定

資産（遊休資産と賃貸固定資産）については、個々をグルーピングの最小単位としています。

　なお、本所については、共用資産と認識しており、営農関連施設については、営農指導・販売を通じて

地区内の農業振興と組合員の営農の向上に寄与していることから全体または各地区の共用資産として認識

しています。

（１）減損損失を認識した資産または資産グループ

　当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下の通りです。

（２）減損損失の認識に至った経緯

　本所等は本所移転計画に伴い撤去予定であることから、建物に関しては帳簿価額全額を減損損失として

認識し、土地に関しては処分可能価額で評価し、その差額を減損損失として認識しました。

　夏尾営業所は遊休資産であることから、処分可能価額で評価し、その差額を減損損失として認識しました。

　蓼池出張所・蓼池澱粉工場跡地は賃貸固定資産として使用されておりますが、法令等に準拠した賃貸不動産

の取り扱いとして減損会計に反映させ、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当事業年度減少額を減損損失と

認識しました。

（３）減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と固定資産の種類ごとの内訳

千円 （土地　71,757千円・建物等　62,710千円）

千円 （土地　 　370千円）

蓼池出張所 千円 （土地　 　632千円）

蓼池澱粉工場跡地 千円 （土地　 4,342千円）

（４）回収可能価額の算定方法

　本所等の回収可能価額は、正味売却可能価額を採用しており、その時価は路線価に基づき

算定しています。

　夏尾営業所・蓼池出張所・蓼池澱粉工場跡地の回収可能価額は、正味売却可能価額を採用して

おり、その時価は固定資産税評価額に基づき算定しています。

本所等

夏尾営業所

蓼池出張所 土地 遊休

蓼池澱粉工場跡地 土地 遊休

本所等 建物・土地

夏尾営業所 土地 遊休

施設名 種類 備考
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○○　　金金融融商商品品にに関関すするる注注記記

金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、

残った余裕金を、宮崎県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債などの有価証券による運用を行っ

ています。

（２）金融商品の内容およびそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金および有価証券であり、貸

出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

　また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的(その他有価証券)で保有しています。これらは発行体の

信用リスク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されています。

　事業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用リスクに晒されています。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、

通常の貸出取引については、本所に融資課を設置し各支所（支店）との連携を図りながら、与信審査を行っ

ています。審査にあたっては、取引先の財務状況等により償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準な

ど厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図る

ため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の

健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」

に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化に努めています。

　②市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収

益化および財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視し

たＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な

財務構造の構築に努めています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析および当組合の保有有価

証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構

成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。運用部門は、

理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘ

ッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主要

なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有価証券に

分類している債券、貸出金、貯金および借入金です。

　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を

用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.08％上昇

したものと想定した場合には、経済価値が70,528千円減少するものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関

を考慮していません。

　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性が

あります。

　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件に係る未実行金額についても含めて計算しています。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性

の確保に努めています。
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定

の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件などによった場合、当該価額が異なることもあります。

金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の貸借対照表計上額および時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず（３）に記載して

います。

（単位：千円）

預金

有価証券

　　その他有価証券

貸出金

　　貸倒引当金（注１）

　　貸倒引当金控除後

経済事業未収金

　　貸倒引当金（注２）

　　貸倒引当金控除後

貯金

借入金

経済事業未払金

（注１）貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。

（注２）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。

（２）金融商品の時価等の算定方法

【資産】

　①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

　満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利スワップ（

Overnight Index Swap 以下OISという）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定して

います。

　②有価証券

　債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっています。

　③貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフ

リーレートであるOISのレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定してい

ます。

　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリーレート

であるOISのレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸

倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定しています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権などについて、帳簿価額から貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額としています。

　④経済事業未収金

　経済事業未収金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除し

た額を時価に代わる金額としています。

－

資産計

負債計

－

△338,335

△151,670

－

貸借対照表計上額 時価 差額
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【負債】

　①貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、

定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートであるO

ISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　②借入金

　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実行後大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってい

ます。

　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレートで

あるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　③経済事業未払金

　経済事業未払金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。

（３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の通りであり、これらは（１）の金融商

品の時価情報には含まれていません。

（単位：千円）

　　外部出資（注１）

　 　 外部出資等損失引当金

 　　 外部出資等損失引当金控除後

（注１）外部出資は全て、市場価格のある株式以外のものであり、時価を把握することが極めて困難である

と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（４）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

預金

貸出金（注１，２）

有価証券

　 その他有価証券の

　 うち満期があるもの

経済事業未収金（注３）

（注１）貸出金のうち、当座貸越1,991,866千円、営農貸越飼料72,941千円については、「１年以内」に

含めています。また、期限のない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。

（注２）貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等106,293千円は償還の予定が見込

まれないため、含めていません。

（注３）経済事業未収金のうち、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に対する債権等370,538千円は償還の

予定が見込まれないため、含めていません。

（５）借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

貯金（注１）

借入金

経済事業未払金

（注１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開示しています。

（注２）貸借対照表の貯金には、出資予約貯金7,286千円が含まれています。

合　計

合　計

１年以内
１年超 ２年超 ３年超 ４年超

５年超
２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

１年以内
１年超 ２年超 ３年超 ４年超 ５年超

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

　　合　計

貸借対照表計上額

△ 500
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○○  有有価価証証券券にに関関すするる注注記記

有価証券の時価および評価差額に関する事項

（１）その他有価証券で時価のあるもの

　　　その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額およびこれらの差

　　額については、次のとおりです。

（単位：千円）

（注１）なお、上記評価差額から繰延税金負債34,808千円を差し引いた額91,031千円が、「その他有価証券

評価差額金」に含まれています。

当事業年度中に売却したその他有価証券

（単位：千円）

○○　　退退職職給給付付にに関関すするる注注記記

退職給付に係る注記

（１）採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、こ

の制度に加え、同規程に基づく退職給付の一部にあてるため、全国農林漁業団体共済会との契約による退職

金共済制度を採用しています。

　なお、正職員以外の退職給付引当金および退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（原則法）

期首における退職給付債務 千円

　勤務費用 千円

　利息費用 千円

　数理計算上の差異の発生額 千円

　退職給付の支払額 千円

期末における退職給付債務 千円

（３）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表（簡便法）

期首における退職給付引当金 千円

　退職給付費用 千円

　退職給付の支払額 千円

　特定退職金共済制度への拠出金 千円

期末における退職給付引当金 千円

△ 2,996

△ 8,713

△ 78,941

△ 147,787

合計

売却額 売却益 売却損

国債

貸借対照表計上額が
取得原価または償却
原価を超えるもの

国債

合計

種類
取得原価または

貸借対照表計上額 差額（注１）
償 却 原 価
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（４）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 千円

　期待運用収益 千円

　数理計算上の差異の発生額 千円

　特定退職金共済制度への拠出金 千円

　退職給付の支払額 千円

期末における年金資産 千円

（５）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表（原則法）

　退職給付債務 千円

　特定退職金共済制度 千円

　未積立退職給付債務 千円

　貸借対照表計上額純額 千円

　　退職給付引当金 千円

（６）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表（簡便法）

　退職給付債務 千円

　特定退職金共済制度 千円

　未積立退職給付債務 千円

　　退職給付引当金 千円

（７）退職給付費用およびその内訳項目の金額（原則法）

　勤務費用 千円

　利息費用 千円

　期待運用収益 千円

　数理計算上の差異の費用処理額 千円

　　　　合計 千円

（８）退職給付に関連する損益（簡便法）

　簡便法で計算した退職給付費用 千円

（９）年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

　債券 ％

　年金保険投資 ％

　現金および預金 ％

　その他 ％

　　　合計 ％

（１０）長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と年金資産を構成

する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

（１１）割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　割引率 ％

　　　　　長期期待運用収益率 ％

特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち法定福利費）には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）

がおこなう特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金37,612千円を含めて計上して

います。

　なお、同組合より示された令和３年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込

額は、430,593千円となっています。

△ 12,298

△ 77,693

△ 114,047

△ 1,729,702

△ 113,199

△ 1,248

－ 61 －



○○　　税税効効果果会会計計にに関関すするる注注記記

繰延税金資産および繰延税金負債の内訳

法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

％

％

％

％

％

％

％

％

○○　　賃賃貸貸等等不不動動産産にに関関すするる注注記記

賃貸等不動産の状況に関する事項

　当組合では、都城市・三股町において賃貸不動産および遊休資産を保有しています。

賃貸等不動産の時価に関する事項

　　　 （単位：千円）

（注１）貸借対照表上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）当事業年度末の時価は、「固定資産税評価額」等の公的評価に基づいて当組合で算定した金額です。

貸借対照表上額 時価

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　評価性引当額の増減 △ 8.48

　その他 △ 4.19

　事業分量配当

　住民税均等割等

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 5.02

　交際費等永久に損金に算入されない項目

（調整）

項　　　　　　目 令和３年度

法定実効税率

　その他有価証券評価差額金 △ 34,806

繰延税金負債合計 △ 34,806

繰延税金資産の純額

評価性引当額 △ 325,587

繰延税金資産合計

繰延税金負債 

　乳牛せり市補償対策基金加算額

　外部出資等損失引当金超過額

繰延税金資産小計

　未収販売手数料加算額

　出資金加算額

　繁殖雌牛導入保留事業加算額

　役員退職慰労引当金加算

　電話加入権加算額

　資産除去債務加算額

　未収利息加算額

　未払事業税加算額

　牛繁殖家畜補助金加算額

　減価償却費超過額

　施設撤去工事引当金超過額

　土地加算額

　債権処理加算額

　貸倒引当金超過額

　賞与引当金超過額

（単位：千円）

項　　　　　　目 令和３年度

繰延税金資産

　退職給付引当金超過額

－ 62 －




